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１　はじめに
　第 10期中央教育審議会答申「『令和の日本型学校教育』
の構築を目指して〜全ての子供たちの可能性を引き出
す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現〜」におい
て，新しい時代を見据えた学校教育の姿が打ち出された。
　答申では，小・中学校における学校統廃合について，
基本的な考え方として「少子高齢化や人口減少等により
子供たちを取り巻く状況が変化しても，持続的で魅力あ
る学校教育が実施できるよう，学校配置や施設の維持管
理，学校間の連携の在り方について検討が必要」とされ
ている。また，児童生徒の減少による学校規模の小規模
化を踏まえた学校運営に関して，以下の 2点が示された。
①公立小中学校等の適正規模・適正配置等について
　・ 教育関係部局との首長部局との分野横断的な検討体
制のもと，新たな分野横断的実行計画の策定等によ
り教育環境の向上とコスト最適化

　・ 義務教育学校化を含む地方公共団体での統合，分校
活用，近隣の地方公共団体との組合立学校の設置等
による学校・学級規模の確保

　・ 少人数を生かしたきめ細かな指導の充実，ICTを活

用した遠隔合同授業等による小規模校のメリット最
大化・デメリット最小化

② 義務教育学校制度の活用等による小中一貫教育の推
進・小中一貫教育の優良事例の発掘，横展開
　答申には，特に 2015 年の学校教育法の改正等により
制度化された小中一貫教育によって，教育主体・教育活
動・学校マネジメントの一貫性を確保した取組が容易に
なり，全ての教職員が義務教育 9年間に責任を持って教
育活動を行う，小中一貫教育の取組を継続的・安定的に
実施できる制度的基盤が整備されたことや，小学校高学
年からの教科担任制の導入も踏まえた義務教育 9年間を
見通した教育課程編成を可能とする学校の裁量拡大のた
めにも小中一貫教育の推進が必要であることが明記され
ている。
　秋田県内の各市町村教育委員会はこれらの答申内容を
踏まえ，少子高齢化・人口減少等による子どもたちを取
り巻く状況の変化に伴い，持続的で魅力ある学校づくり
のために公立小・中学校の適正規模と適正配置を地域の
実情を考慮し継続して検討している。
　本稿ではこれまで，教育委員会，管理職の立場で学校
統廃合や小中一貫教育に携わった経験をもとに児童生徒
数の減少が進む秋田県における小・中学校の学校統廃合
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について，現状を整理するとともに少子化に対応した学
校づくりの一方策として，小中一貫教育校の学校経営に
ついて考察するものである。

２　秋田県の小・中学校における学校統廃合の実態
　秋田県の 2011（平成 23）年度から 2022（令和 4）年
度までの市町村立学校に在籍する児童生徒数と市町村立
学校数はそれぞれ図 1と図 2に示している。

　秋田県教育委員会は，全国に先駆けて少人数学習推進
事業を推進し，2001（平成 13）年に小学校 1・2 年で，
また 2002（平成 14）年に中学校 1年で 30 人程度学級
を実施し，2011（平成 23）年から 2016（平成 28）年ま
での 6 年間で全学年へ拡充した。一方で，2011（平成
23）年度と 2022（令和 4）年度の間に児童生徒数は 20，
227 人減少し，厳しい財政状況と少子化の進行する中で
学校統廃合も進み，2018（平成 30)年度に 1町にある 1
小学校・1中学校が統合して本県で初となる義務教育学

校が誕生したものの，小学校・中学校・義務教育学校の
学校数は，88 校減少している。

（１）児童生徒数の減少が意味すること
　図 1から，秋田県全体の小・中学校の児童生徒数は，
毎年平均して 1,839 人減少してきていることが分かる。
小学校では 1,190 人，中学校では 649 人である。小学校
を例にとると，40 人学級に換算にして 30 学級，児童数
240 人規模の小学校８校に相当する。2011（令和 3）年
4月 1日に公布・施行された，義務標準法を一部改正す
る法律によって 2025（令和 7）年度までかけて段階的
に小学校は 1学級当たりの児童数が 35 人となるが，そ
れでも小学校 7校に相当することになる。
　図 2で示すとおり，学校数は 2011（平成 23）年度か
ら 2022（令和 4）年度までに小学校 69 校，中学校は 20
校が減っている。なお，2023（令和 5）年度には 9校が
廃校となるが，義務教育学校が 2校新設されることから
実質 7校分の減少となる。児童生徒数は，直近 11 年間
の減少率から 2028（令和 10）年度までに毎年 1,594 人
の児童生徒数が減少して学校統廃合の進行は止まること
はないと予想される。

（２）学校の適正規模とは
　適正な学校規模とはどの程度の人数や学級をいうのだ
ろうか。法律の上では，学校教育法施行規則第 41 条に，
「小学校の学級数は，12 学級以上 18 学級以下を標準と
する。ただし，地域の実態その他により特別の事情のあ
るときは，この限りでない。」とされる。中学校におい
ても同規則第 79条において小学校の規定が準用される。
　秋田県の場合，地域の実態や歴史・文化，児童生徒の
通学距離などの視点で考えたとき，一概に「標準的な学
校規模」にすることは難しい。しかし，学校の設置・統
廃合の権限を持つ市町村には，全ての児童生徒に等しく
よりよい教育環境を提供することが求められている。
　学校規模の適正化に当たっては，法令上標準が定めら
れている学級数に加えて，1学級当たりの児童生徒数や
学校全体の児童生徒数を考慮しなければならない。
　表 1〜 4は，秋田県教育庁義務教育課が 2022（令和 4）
年度秋田県の小・中学校の標準学級数による学校規模分
類，1 学級当たりの児童生徒数，1 学級平均 20 人・30
人以下の学校数，児童生徒数別学校数の分類である。
　小学校における学級数は，複式学級・特別支援学級を
除いた 1学年 1学級以上（6学級以上）が必要であると
考える。できることなら全学年でクラス替えや教師相互
の研修効果を高めるためには複数教員を配置する 1学年
2学級以上（12 学級以上）が望ましい。
　中学校における学級数は，複式学級・特別支援学級を

図 1　市町村立学校に在籍する児童生徒数の推移
（秋田県教育庁義務教育課 2022 年度調査から）

図 2　市町村立学校数の推移
（秋田県教育庁義務教育課 2022 年度調査から）
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除いた 1学年 1学級以上（3学級）が必要であるが，小
学校と同じ理由から 1学年 2学級以上（6学級以上）が
望ましく，加えて免許外申請による免許外指導をなくし
て全ての授業を教科担任による指導を成立させるために
は教員の確保の観点から少なくても 9学級以上が望まれ
る。
　こうした観点から，表 1では 2022（令和 4）年度に

おける秋田県 12 学級以上の小学校の割合が 35.0%，6
学級以上の中学校の割合が 59.7%を示しており，特に
小学校の学校規模の適正化が課題と捉えられる。
　次に，1学級当たりの児童生徒数の適正な人数とはど
の程度なのかを考えてみる。単学級の学年の場合は特に
学級規模（1学級の児童生徒数）が教育活動に与える影
響は大きい。2021（令和 3）年 4月 1日施行の義務標準
法を一部改正する法律では，2022（令和 4）年度時点で
小学校 1〜 3 学年の学級編制の標準を 35 人，4 学年以
上と中学校は 40 人とする。2025（令和 7）年度は小学
校全学年が 35 人，中学校 40 人となる。学校統廃合を
検討する際に重要となる複式学級は，小学校においては
二つの学年の児童で編制する学級を 16 人（ただし，第
1学年児童を含む場合は 8人），中学校においては，8人
を標準としている。このことから，法律上の 1学級当た
りの適正な人数は，17 人（中学校は 9人）以上 35 人以
下といえる。ただし，法で示す児童生徒数はあくまでも
教職員定数算定の基礎とする標準であり，学級編制の基
準は都道府県教育委員会が定めることとされている。
　学校全体の児童生徒数は，学校統廃合を検討する際の
基準となり得るものである。表 4から秋田県の場合，小
学校も中学校も全校人数が 200人以下の学校が全体の半
数を超えていることが分かる。
　今後の学校統廃合を考えるとき，大切な視点は児童生
徒の教育条件の改善である。児童生徒が集団の中で，多
様な考えに触れ，認め合い，協力し合い，切磋琢磨する
ことを通じて一人一人の資質や能力を伸ばしていける環
境が望ましい。他方，学校は地域の核となる存在として
成り立っている。地域住民にとって災害時の防災拠点と
もなっており，保育や地域の交流の場としても欠かせな
い。自治体によっては，小規模校となっても学校を存続
させる方策を併せて検討することも必要である。

３　学校統廃合に対する県教育委員会との関わり
（１）�「適正規模・適正配置等に関する手引き」（文部科

学省）を踏まえた市町村への指導助言
　2015（平成 27）年 1月 27 日，文部科学省は「公立小
学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引〜少
子化に対応した活力ある学校づくりに向けて〜」（以下，
手引と呼ぶ。）を策定して各都道府県教育委員会に通知
した。各市町村が学校統合の適否やその進め方，小規模
校を閉校する場合における充実策等について検討した
り，都道府県がこれらの事柄について市町村に指導・助
言・援助を行ったりする際の基本的な方向性や考慮すべ
き要素，留意点等をまとめたものである。
　手引には，「少子化に伴う学校の小規模化への対応を
市町村ごとに見ると，必要な検討がすでに行われている

表 1　小・中学校規模分類（義務教育学校前後期含む）
規模 学級数 学校数 割合

小学校
小 1〜11学級 115（−6） 65.0%
中 12〜18学級 44（＋3） 24.8%
大 19〜30学級 18（−2） 10.2%

中学校
小 1〜 5学級 44（＋2） 40.3%
中 6〜12学級 38（−7） 34.9%
大 13〜30学級 27（＋4） 24.8%

※（　）は前年度比

表 2　1学級当たりの児童生徒数
児童生徒数 実学級数 平均児童生徒数

小学校 37,428 1,917 19.0
中学校 21,096 974 21.7
全体 58,524 2,949 19.8
※複式学級・特別支援学級を除く。義務教育学校含む。

表 3　1学級平均 20人・30人以下の学校数
平均20人以下 平均30人以下

小学校  68校（38.4%） 173校（97.7%）
中学校  23校（21.1%）  96校（88.1%）
全体  91校（31.8%） 269校（94.1%）
※複式学級・特別支援学級を除く。義務教育学校含む。

表 4　児童生徒数別学校数（義務教育学校含む）
小学校
児童数 1〜99 100〜199 200〜299 300〜499
学校数 57（＋3） 54（−2） 23（−6） 30（＋5）
割合 32.2% 30.6% 13.0% 16.9%
児童数 500〜699 700〜999 1000〜

計
177校学校数 10（−4） 3（0） 0（0）

割合 5.6% 1.7% 0.0% 
※（　）は前年度比

中学校
生徒数 1〜99 100〜199 200〜299 300〜499
学校数 41（＋2） 25（0） 1（−2） 20（−1）
割合 37.7% 22.9% 15.6% 18.3%
生徒数 500〜699 700〜999 1000〜

計
109校学校数 5（0） 1（0） （0）

割合 4.6% 0.9% 0.0%
※（　）は前年度比

※表1から4は秋田県教育庁義務教育課2022年度調査から編集
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一方で，様々な事情から検討が進んでいない地域もあり
ます。国全体として見た場合，標準規模を大きく下回る
学校が相当数存在している状況です。こうした小規模校
には，個別指導が行いやすい等の利点がある一方，社会
性の育成に制約が生じることをはじめ，教育指導上多く
の課題が存在しているところです。」と記されたことも
あり，当時，報道発表では統廃合を促進するような印象
を受けた。しかし，筆者が出席した文部科学省の説明会
で強調されていたことは，「学校規模の適正化は，あく
までも児童生徒の教育条件の改善の観点を中心に据え，
学校教育の目的や目標をより良く実現するために行う」
ことであったと理解している。手引は，学校規模による
メリット・デメリットに加え，学校を存続させる場合，
小中一貫教育やコミュニティ・スクール制度等の導入，
あるいは ICTの活用などによりメリットを最大化し，
デメリットを最小化する具体的な方策を提示しており，
様々な要素が絡む困難な課題を抱える学校統廃合を検討
する上でかなりの参考となる。

（２）統合に係る人的支援（加配・人事配置）
　秋田県教育委員会は，国の加配（統合支援・小規模校
支援）に加え，県単独により複式学級解消のための加配
措置や複式学級を支援する加配措置をしている。2022
（令和 4）年度の県内の義務標準法に基づく複式学級は，
小学校 23 校に 35 学級，中学校 1 校に 1 学級あるが，
加配措置によって実際は小学校 20 校，30 学級となって
いる。
　さらに，県単独の事業として，標準学級 6学級以下の
中学校には，免許外教科解消のため非常勤講師を配置し
ている。2022（令和 4）年度は 25 校に 20 人を配置して
いる。
　なお，国の統合支援加配は，2014（平成 26）年度に
統廃合による学級減等の影響で統合後の教職員定数が激
減するのを緩和するために始めたが，2015（平成 27）
年度からは統合に伴う業務の増加に対応するため統合の
前年にも配置し，2016（平成 28）からは統合後 5年（中
学校は 2年）まで配置を可能とした。統合による児童生
徒の環境変化への適応指導に活用しているため市町村か
ら極めて要望の多い加配である。
　また，県単独の複式学級支援加配を 2019（令和元）
年から配置したが，本加配の目的は解消ではなく，複式
指導のベテランを加配して複式学級の授業を担当する若
手教員に対する複式授業の指導技術の継承である。教員
の大量退職・大量採用により若手教員が増加しており，
複式授業においても指導技術の継承が急務となってい
る。
　人事配置においては，管理職をはじめ統合前後の教職

員配置には継続性を重視した配置をしたり，計画的に学
校事務の共同実施体制づくりをしたりするなど市町村の
意向を尊重した人事面での配慮を行っている。

（３）統合へ向けての財政的援助
　2006（平成 18）年度，県教育委員会は，「市町村にお
ける学校教育将来構想策定支援事業」を立ち上げ，新し
い学校づくりのためのハンドブックを作成した。そのハ
ンドブックには事業実施要綱が掲載され，学校教育に係
る将来構想策定を計画している市町村に対して構想策定
に係る諸経費の一部を 100万円を上限として補助するこ
とが明記されていた。その後は同様の事業はなく，財政
的援助は行われていないが，県全体の教育水準の確保と
教職員定数を管理している県教育委員会にとっても学校
統廃合は市町村と共有しなければならない課題である。

（４）教職員定数管理に係る影響
　教職員定数管理，特に中長期的な採用計画を立てるこ
とは慎重を極め，見通しの立てにくい困難を伴う作業で
ある。将来の児童生徒数，学校数，学級数の推計をもと
に教職員の基礎定数や加配定数を算出し，県単独措置数
を含めた条例定数を導き出さなければならない。その際，
学校統廃合の動向が重要となることから，市町村との緊
密な連携は必要不可欠である。加えて，図 3から児童生
徒数が減少しているにもかかわらず，特別支援学級在籍
児童生徒数及び特別支援学級が増加してきていることか
ら，教職員定数の推計をより困難にさせている。

４　地域創生と少子化に対応した学校統廃合
　学校統廃合は，地域創生と密接な関係がある。少子化
の影響で過疎化が進んでいる自治体は，結婚・出産支援
や子育て支援のみならず，若者の県内定着・回帰の取組

図 3　�秋田県の小中学校の特別支援学級在籍児
童生徒数と特別支援学級数
(秋田県教育庁義務教育課 2022 年度調査から）

Akita University



− 19 −

小・中学校における学校統廃合と少子化に対応した小中一貫教育

に加え，魅力的な職場づくりなど人口減少対策を推進す
る必要がある。しかし，これまでの諸政策には即効性は
なく，地方では人口減少に歯止めがかかかっていないの
が現状である。地域創生と学校の持続化という観点から，
教育の機会均等と教育水準の確保，教育の質の向上と合
理化のためには，どのような方策があるのだろうか。
　学校統廃合の最終局面においては，縦のつながりとし
て義務教育学校又は併設型小学校・中学校の設置，横の
つながりとして近隣の自治体との組合立による小学校又
は中学校，連携型小学校・中学校の設置がある。
　学校は，地域社会の核としての役割があり，学校がな
くなることは，子どもたちがいなくなるだけではなく地
域のコミュニティーが失われことを意味するといっても
過言ではない。学校統廃合は，教育委員会と首長部局に
加え地域住民を巻き込んだ慎重な検討が必要である。
　秋田県の場合，文部科学省の学校基本調査によると，
2010（平成 22）年から 2020（令和 2）年までの 10 年
間で児童生徒の減少率は ,23.6%となっている。中でも，
小・中学校ともに１校となっている町村は深刻な状況と
なっており，創意工夫や発想の転換が求められている。
　地域にある学校を少しでも持続させるための方策も重
要である。複式学級支援教員による複式授業や ICTを
活用した遠隔合同授業の充実をはじめ，関係人口を増や
すための国内留学の実施も行われている。秋田県教育委
員会では，「秋田型教育留学推進事業」を行っており，
短期（チャレンジ）・長期（オーダメイド型）・家族留学
ともに希望する小中学生・保護者からの問合せが殺到し
ている。全国学力トップレベルを支えている探究型授業
と地域の特性を生かした体験学習をセットにした留学が
高く評価されている。質の高い教育を保障する秋田の強
みを将来の移住・定住につなげたいものである。
　これからの学校のあり方を考えるとき，少子化に対応
した義務教育学校制度等を活用した小中一貫教育の取組
が第一歩となる。学校統廃合はゴールではなく，新たな
教育，未来へ向かう地域創生のスタートである。スムー
ズな移行を図るためには小中一貫教育の学校マネジメン
トが肝であり，そこに焦点を当てて以下で論ずる。

５　秋田県の義務教育学校・小中一貫校の現状
（１）全国・秋田県の義務教育学校の状況
　図 4は，全国における 2016（平成 28）年度に制度化
された義務教育学校の学校数である。37 都道府県に設
置さている。秋田県では，2018（平成 30）年度に井川
義務教育学校が開校した。2023（令和 5）年度には，藤
里町と北秋田市にそれぞれ１校開校することになってお
り，県全体で３校となる予定である。

（２）全国・秋田県の小中一貫校の状況

　中央教育審議会答申「新しい時代の義務教育を創造す
る」（平成 17 年 10 月 26 日）の中では，「研究開発学校
や構造改革特別区域などにおける小中一貫教育などの取
組の成果を踏まえつつ，例えば，設置者の判断で 9年制
の義務教育学校を設置することの可能性やカリキュラム
区分の弾力化など，学校種間の連携・接続を改善するた
めの仕組みについて種々の観点に配慮しつつ十分に検討
する必要がある。」と，義務教育に関する制度の見直し
が指摘され，2008（平成 20）年から小中一貫特区は全
国化され ,文部科学省「特別の教育課程を編成すること
ができる学校（教育課程特例校）」に移行している。
　図 5は，全国における小中一貫校の状況である。秋田
県の場合，交流も含め「小中連携」と一括りにしていた
り，校舎一体型を「小中併設型」と表現していたりなど
定義が曖昧だったため，国の関係法令等の改正に伴い，
県教委として定義を定める必要があり，2018（平成 30）
年，表 5 にある「小中一貫教育の分類」として整理し 
た。

図 4　全国の義務教育学校数（国立・私立含む）
（2022学校基本調査文部科学省）

図 5 全国の小中一貫校数（国立・私立含む）
（2022学校基本調査文部科学省）
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表 5　小中一貫教育の分類（秋田県）

小中連携教育校 小中一貫教育校 併設型小学校・中学校（中
学校併設型小学校及び小
学校併設型中学校）

義務教育学校
併設 隣接 併設 隣接

定義・目的等

小・中学校段階の教員が
互いに情報交換や交流を
行うことを通じて，小学
校教育から中学校教育へ
の円滑な接続を目指す
様々な教育。（文部科学
省の定義）

小中連携教育校のうち，
小・中学校段階の教員が
目指す子ども像を共有
し，9年間を通じた教育
課程を編成し，系統的な
教育を目指す教育。（文
部科学省の定義）

同一の設置者が設置する
小学校（中学校連携型小
学校を除く。）及び中学
校（併設型中学校，小学
校連携型中学校及び連携
型中学校を除く。）にお
いては，義務教育学校に
準じて，小学校における
教育と中学校における教
育を一貫して施すことが
できる。（学校教育法施
行規則第79条の9第1項）

義務教育学校は，心身の
発達に応じて，義務教育
として行われる普通教育
を基礎的なものから一貫
して施すことを目的とす
る。（学校教育法第 49 条
の 2）

教育課程
小学校 6年間，中学校 3
年間それぞれの教育課程
の編成

9年間の教育目標の設定
9年間の系統性・体系性に配慮がなされている教育課程の編成

修業年限 小学校 6年，中学校 3年 9年

組織
Ａ  Ｂ  Ａ  Ｂ 小・中学校と同様（注 2） 校長 1 人・副校長 1 人，

その他は小・中学校 と
同様（注 3）

教員免許 所属する学校の免許状を有すること。
但し，兼任発令をする者は，原則小学校・中学校の両免許状を併有していること。

原則小学校・中学校の両免
許状を併有していること。

一貫教育に必要
な独自の教科の
設定

できない できる

小・中の指導内
容の入替・移行 できない できる

設置手続 不要 市町村教育委員会の規則
等（注 4）

市町村の条例

（注1）Ａ：小・中学校合わせて原則として校長室，保健室が 1つずつで，校長，養護教諭が 1人ずつ。
　　　Ｂ：小・中学校合わせて校長室，保健室が 2つずつで，校長，養護教諭は小学校に 1人ずつ，中学校に 1人ずつ。
（注2） 併設型小学校・中学校の中学校長が小学校長を兼任する場合は，小学校長を小学校教頭に振り替え，中学校教頭を兼

任（統括教頭）させる。
（注3） 義務教育学校は，学校規模や教育課程編成上の理由により設置者から申出があった場合は，教頭 1人を教諭に振り替

えることがある。義務教育学校には，さらに教諭 1名の特別配当がある。
（注4） さらに，小学校と中学校における教育を一貫して施すためにふさわしい運営の仕組みを整えることが要件。
　　　① 関係校を一体的にマネジメントする組織を設け，学校間の総合調整を担う校長を定め，必要な権限を教育委員会か

ら委任する。
　　　② 学校運営協議会を関係校に合同で設置し，一体的な教育課程の編成に関する基本的な方針を承認する手続を明確に

する。
　　　③一体的なマネジメントを可能とする観点から，小学校と中学校の管理職を含め，全教職員を併任させる。）
※文部科学省は，「併設型小学校・中学校」を「小中一貫校（小中一貫型小学校・中学校）」と示している。

「Ａ」「Ｂ」の内容については（注 1）
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　表 5の「小中一貫教育の分類」に従うと，2022（平
成 4）年度の秋田県の状況は，併設型小学校・中学校 1校，
小中一貫教育校（隣接）1校，小中連携教育校（隣接）
7校，小中一貫教育校（併設）4校となっている。

６　小中一貫教育に係る教職員配置における人的支援
（１）副校長・統括教頭の配置
　表 5の「小中一貫教育の分類」により，秋田県教育委
員会は，下記の管理職を配置している。

①義務教育学校に副校長を配置
　・ 副校長は，校長を助け，命を受けて校務をつか
さどる。（学校教育法第 37 条）

　・ 副校長も授業などの具体的教育活動を行い得る
ものである。（平成 19 年 7 月 31 日付 19 文科
初第 536 号文科省通知）

②併設型小学校・中学校に統括教頭を配置
　・ 中学校長が小学校長を兼任し，小学校長枠を小
学校教頭に振り替え，統括教頭とする。

　・統括教頭は中学校教頭を兼任する。
　・定数上は小学校に教頭を複数配置となる。
　・ 統括教頭は，小中一貫教育を推進するためのマ
ネジメント強化のための配置とする。

　・ 統括教頭の職務内容は，市町村教育委員会の管
理規則等に明示する。

　義務教育 9年間を一元的に経営するため，校長は 1人
配置としており，副校長や統括教頭には小中一貫教育推
進のコーディネーターの機能とともに，校長のマネジメ
ントの具現化のためのキーパーソンとしての活躍が求め
られる。特に，学校では，教員の働き方改革や GIGA
スクール構想などの新たな施策が進められており，管理
職の果たす役割は重要である。

（２）兼任・兼務発令
　秋田県教育委員会では，小中一貫教育の分類を定めると
ともに，小中一貫教育の推進を図るため兼任・兼務発令に
ついても次のように定めて人事異動に反映させている。

「小中連携教育校（併設）」「小中連携教育校（隣接）」
「小中一貫教育校（併設）」「小中一貫教育校（隣接）」
「併設型小学校・中学校」の校長，統括教頭，教諭，
養護教諭，栄養教諭，学校栄養職員，事務職員（但
し校長，養護教諭，栄養教諭，学校栄養職員，事務
職員については，小・中学校それぞれに配置されて
いる場合は除く。）は，兼任・兼務発令を行う。

　さらに，9年間を見据えた校内人事構想が反映できる
よう小学校・中学校免許状の併有者を可能な限り配置す

るようにしている。

（３）加配措置
　義務教育学校及び併設型小学校・中学校には，それぞ
れ教諭 1名が加配措置される。義務教育学校へは県の配
置基準による特別配当によって，併設型小学校・中学校
へは国の専科指導加配によって行われている。小中一貫
教育においては，一部教科担任制や乗り入れ授業が実施
されることからその支援が第一のねらいである。また，
前期課程や小学校高学年で教科担任制を実施する場合
は，教職員の働き方改革の趣旨も兼ねている。

７　併設型小学校・中学校における組織運営の実際
　小中一貫教育の取組について，秋田県で初の併設型小
学校・中学校となったＫ町立Ｋ小学校・中学校を取り上
げる。筆者は，平成 25 年度からの 3年間，秋田県教育
庁義務教育課管理主事として教頭複数配置における学校
運営に関わるととに，その後，平成 28・29 年度の 2年間，
校長として学校経営に当たった。以下，小中一貫教育導
入の経緯から実際の学校経営について述べる。
　平成 29 年度のＫ小学校・中学校の状況は下に示した
とおりである。

（１）併設型小学校・中学校設立に至るまでの過程
　平成 18 年に町内外の有識者を集め「Ｋ町学校教育に
おける将来構想検討委員会」を立ち上げ，1年間の議論
を経て，複数ある小学校・中学校をそれぞれ 1校にまと
め，さらには町内にある県立高等学校も加えた 3校種を
連携させる新たな学校教育構想の提言がなされた。
　この提言を受け，町教育委員会はさらに検討を加え，
平成 19年にＫ町小中高将来構想を町民に提示している。
平成 20 年には，町内に存する小学校・中学校・高等学
校の校舎を同一地区にまとめ，緊密に連携した教育を展
開しようとする「Ｋ町新総合教育エリア構想」を策定す
るに至った。同構想の中核には，小中同一校舎における
9年間を見通した小中一貫教育を据え，さらには隣接す
る中央公民館とも廊下で繋げて，学校教育と社会教育の
連携も視野に入れることにした。その後，4年間の準備
期間を経て，平成 25 年 4 月に県内初となる本格的な小
中一貫教育が開始された。

表 6　Ｋ小学校・中学校の児童生徒数・教職員数
平成 29 年度〈学校教育目標〉

つながり・かかわり・豊かに学ぶ児童生徒の育成
校長 1　統括教頭 1　小学校教頭 1　中学校教頭 1

児童生徒数 学級数 教職員数
小学校 180 6（特別支援 2） 15
中学校 126 5（特別支援 1） 17
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（２）「統括教頭」の新設と教頭複数配置
　小中一貫教育の開始にあたって，最初に課題となった
のは学校経営の一元化をどう図ればよいかであった。そ
のため，県教育委員会と町教育委員会と協議し，校長は
小・中学校を兼任するとともに，教頭を 3名配置，その
うち一人を「統括的教頭（後に統括教頭に名称変更）」
として小・中学校を兼任とした。秋田県教育委員会は，
管理職が有効に機能するよう「小中一貫教育に係る教頭
複数配置実践モデル校」に指定し，学校訪問等により進
捗状況を確認・検証しながら町教育委員会と一体となっ
て小中一貫教育を推進できる管理職体制を目指した。そ
れゆえ統括的教頭の小学校・中学校間をつなぐコーディ
ネーターとしての役割には，学習指導のみならず校務全
般，ＰＴＡ組織，地域社会等広く多岐にわたり，高度な
ファシリテーション能力が求められた。
　統括教頭配置に伴い平成 28 年 4月 1日改正のＫ町立
小中学校管理規則には次の2点が加えられることになる。

・第 1条第 2項
　学校は，学校教育法施行規則第79条の 9の規定に
基づく中学校併設型小学校及び小学校併設型中学校
として，義務教育学校に準じて，小学校における教
育と中学校における教育を一貫して施すものとする。
・第 4条の 2小学校に統括教頭を置く。
　 2　 統括教頭は，校長を助け，命を受けて校務を

つかさどり，及び校務を整理する。
　 3　 統括教頭は，校長の命を受け，所属職員を監

督し，及び必要に応じ児童又は生徒の教育を
つかさどる。

　 4　 統括教頭がつかさどる校務は，所属職員の服
務に関する事務の一部とし，その範囲は教育
委員会が別に定める。

（３）小中一貫教育のよさを引き出す組織開発
　校長着任後，小中一貫教育のよさを引き出すため学校
の実状を踏まえて次のような実践を行った。
1）9年間を見通した教育課程の工夫
　　 小学校・中学校それぞれの教務主任（教務部）を中

心に義務教育 9年間を通して学習内容や生活習慣形
成で重複している部分を徹底して省き，児童生徒一
人一人の学習と生活にゆとりを保障した。

2）小学校高学年教科担任制・乗り入れ授業の実施
　　 国加配による中学校理科教員が小学校高学年児童に
専門的な指導するとともに，小学校の中には理科の
実験に係る準備を負担と感じている教員が少なくな
いことから，中学年の理科の実験準備と実験助手の
役割を担い，小学校の教員の負担軽減にもつなげた。

中学校教員の専門性を発揮するため外国語と音楽を
中心に，他教科でも有効と判断する単元の一部でも
乗り入れを実施した。

3）小学校教員の中学校への乗り入れ授業を実施
　　 中学校では，第 1学年の数学で乗り入れを実施した。

数学は習熟の程度に差が出やすいことに加えて，き
め細かな個別指導が必要なことから，小学校 6年時
の学級担任がＴ 2として指導にあたった。

4）教員の教材研究等の時間の確保
　　 小学校の町費非常勤講師には低学年と中学年の一部
教科を担ってもらい，小学校教員の負担を減らすよ
うにするとともに，中学校にも町費非常勤講師 1名
を配置し，乗り入れ授業を担当する中学校教員の負
担を減らすようにした。

5）生徒指導専任教諭の小中兼任発令
　　 全児童生徒を分け隔てなく，抜け目なく，組織で対
応するために，中学校の生徒指導専任教諭を小学校
を兼任させ，小学校と中学校を通して機動的な生徒
指導ができるようにした。

6）年度末定期人事異動の際に全職員を小中兼任発令
　　 赴任前まで小中兼任を具申できたのは，異校種の授
業を担当する教科担任に限られていた。秋田県教育
委員会は，従来の校長からの兼任申請を廃止し，教
職員の年度末定期人事異動の際，併設型小学校・中
学校へ異動するときは異校種の授業担当の有無に関
わらず，異動対象となる全ての教諭に対して小中の
兼任発令をすることにした。

7）中 1ギャップの解消
　　 全国的にも不登校の生徒数が一番多いのは中学校 1
年生である。いわゆる中 1ギャップ解消もねらいと
する小中一貫教育は，6-3 制の中学校と比較して人
間関係等の環境変化の幅を小さくすることができ
る。さらに，生徒の自己肯定感を高め，充実した中
学校 1年を過ごしてもらうために義務教育 9年間に
区切りを設けた。

　　 　表 7が学年の区切りを示したものである。特に中
1は中学校において大集団のリーダーとして活躍す
る場面が少ないことから，ステップ学団のリーダー
を任せ，活躍する場を意図的に設定した。

表 7　学年の区切りを示す学団の構成
学団 ホップ学団 ステップ学団 ジャンプ学団
学年 小1〜小4 小5〜中1  中2〜中3
区切 4 3 2
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９　小中一貫教育の組織マネジメントの成果と課題
（１）管理職の体制
　小中一貫教育に取り組む学校の場合，学校種ごとに校
長が配置され連携してそれぞれの学校経営を行うことよ
りも，一人配置の校長のほうが経営方針と指揮命令系統
が一本化されて職員の一体感が高まるものと考える。義
務教育学校における副校長や併設型小学校・中学校にお
ける統括教頭は，義務教育 9年間を見通した学校運営を
担っており，外部との様々な折衝を行うなどより豊かな
小中一貫教育を展開するための重要な役割を担ってい
る。教頭は，校長の教育方針を受け，学年や分掌の組織
を機能させるとともに所属の職員への指導助言により教
育方針の具現化を図っている。
　したがって，学校規模にもよるが，校長−副校長（統
括教頭）−教頭のラインによる管理職体制は組織運営上
有効であると捉えることができる。

（２）兼任発令と教職員組織
　併設型小学校・中学校において，兼任発令は全教職員
に対しての発令を基本とすることが望まれる。乗り入れ
授業を行う教員に対してのみの発令では，全教職員が一
丸となって小中一貫教育に取り組む意識が希薄となり，
成果や課題を共有することは困難である。小中一貫教育
は手段であることから目的化してしまうことは危惧する
が，乗り入れ授業の担当の有無にかかわらず，全教職員
が全児童生徒と関わって成長させるという教育的視点か
ら全教職員の兼任発令は必須である。
　次に，教職員組織における併設型小学校・中学校特有
の課題は，小学校と中学校の文化の違いを乗り越えられ
るかという教職員の「心の壁」である。この課題の解決
のためには，定期的に実践の意見交換をする機会を意図
的に設定したり，職員会議をはじめ授業研究会や研修会
は常に合同で実施したりすることが有効であった。小学
校教師は「学び方」の専門家であり，中学校教師は「教
科指導」の専門家である。それぞれの専門のよさが融合
すると教育効果は倍加し，児童生徒の学びの定着はより
確実となり，子どもたちの成長した姿となって結実する。
そのためには 9年間を通して児童生徒を育てるという教
職員の意識改革が必要である。

（３）小学校高学年教科担任制・乗り入れによる授業
　文部科学省は，2022（令和 4）年度から小学校高学年
で教科担任制を導入した。導入のメリットは，いわゆる
中 1ギャップの解消，専門性を生かした授業，より多く
の目で児童を見取る，そして教師の負担軽減である。小
中一貫教育に取り組んでいる学校では，いち早く教科担
任制を採り入れており，その効果が認められて一般の小

学校にも普及させるために制度化されたといえる。
　今後，2023(令和 5）年４月から実施される地方公務
員法の一部改正に伴う定年延長制度により，定年前再任
用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員の増加
が見込まれる。特に小学校高学年においては，中学校と
同様に学級担任制や複数担任制が学校運営上有効な場合
もあり，児童にとっては現行の固定化された学級担任よ
りも複数の教員に相談できたり，複数の教員からの評価
を受けたりする機会が増えるというメリットがある。特
に，義務教育学校や併設型小学校・中学校は，9年制で
あることから教科担任制に加えて乗り入れ授業も実施し
ており，その効果は極めて高い。

（４）教職員の業務の削減と効率化
　教職員の労働環境において，取り組むべきことは業務
の削減と効率化である。義務教育学校や併設型小学校・
中学校に限らないが，教職員の業務の最適化へ向けた取
組は急務である。
　小学校の教員に比べて部活動指導のため中学校の教員
の在校等時間が長くなっており，義務教育学校や併設型
小学校・中学校では職場が同一であり退勤時刻の差異は
目に見えて明確である。
　2022（令和 4）年 6月と 8月にスポーツ庁の有識者会
議「運動部活動の地域移行に関する検討会議」及び文化
庁の有識者会議「文化部活動の地域移行に関する検討会
議」がそれぞれ公立中学校の部活動について目指す姿や
方向性を提言した。その背景の一つに中学校教員の長時
間労働が指摘され，労働環境の改善が求められた。解決
のためには多くの課題はあるものの，中学校の部活動の
地域移行が進むことによって義務教育学校における前期
課程の教員と後期課程の教員，併設型小学校・中学校に
おける小学校の教員と中学校の教員，それぞれ業務内容
の平準化を図ることができる。
　次に，業務の効率化のためには，統合型校務支援シス
テムの導入が必要となる。煩雑な校務，特に年度当初と
年度末は膨大な事務作業があるだけではなく，短時間で
処理することが求められる。義務教育学校と併設型小学
校・中学校では，通常の小学校や中学校と教育システム
が異なる点があるため，校務処理にかかる時間をＩＣＴ
活用により効率化することが有効である。今後，義務教
育学校が増加することが予想されており，学校設立とと
もに自宅や出張先でも作業ができるようフルクラウド化
し，校務系データと行政系データの連係に加え，学習系
データをも連係した統合型校務支援システムの導入を望
みたい。
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９　おわりに
　児童生徒数の減少は，小学校から高等学校まで小規模
校化を導き，最近では持続困難な教育・保育施設も課題
となっている。
　学校存続のためには，今学んでいる子どもたちのため
とともに今後 10 年から 15 年後に学んでいる子どもた
ちの学びの環境を予測して様々な課題を解決していくこ
とにほかならない。少子化進行の学校をそのままにして
おくと廃校の危機が待っている。学校を存続させるため
には小規模特認校制度の活用やＩＣＴを活用した遠隔授
業による複式指導にしたりするなど地域の実状を踏まえ
た取組をすることも考えられる。また，複数の自治体に
よる組合立学校も存続の選択肢となる。中学校は統廃合
しても小学校だけは過小規模になっても地域の拠点とす
るという考え方もあるだろう。どの地域にも当てはまる
唯一の解決策はないが，行政も地域住民も子どもたちの
幸せのために最適解を求めて知恵を出し合って合意形成
することが必要である。
　小中一貫教育は導入されてから年数が経ち，経験値の
ある自治体が増えてきている。小中一貫教育は，小学校
と中学校の教員が教育の目的を確認し合い，義務教育 9
年間を段階的に設定した目標を共有しながら共同して教
育活動を行うことと捉えている。また，小学校と中学校
の教員が連携しながら取り組むことが最も重要である。
小中一貫教育の特徴は，異学年交流や小学校・中学校の
教員など，多様な大人とのかかわりが増え，地域とのつ

ながりを拡げることができることなどにある。
　小中一貫教育校は単に学校の小規模化による統廃合の
問題解決のためにある方策ではなく，学校教育目標の達
成を目指す手段であり，最終的には学校教育の質が向上
し，子どもたちの笑顔が地域の幸せにつながることと捉
えることが必要であるものと考える。
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